
17．外科医労働環境改善委員会

委員長　馬　場　　秀　夫

1．特定行為に係る看護師の研修制度について
　本委員会では，外科医の労働環境改善の抜本的な方策の一つとして，医師と看護師の中間職種（NP,PA）
創設をめざしてきた．その一歩として「特定行為に係る看護師の研修制度」（特定行為：21 区分 38 行為）
の法制化が成立し，平成 27 年 10 月より開始され，平成 31 年 2 月現在，39 都道府県 113 機関が指定研修
機関と指定されており，平成30年 9月末現在，1,205名の修了者がいる（詳細は以下厚生労働省のURLよ
り確認．http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000087753.html）．
　厚生労働省は，現在実施している特定行為に関する実態調査の結果を踏まえて，平成29年秋頃より，特
定行為，特定行為区分や特定行為研修の基準等の具体策の検討を始めており，平成31年を目途に取りまと
める予定となっている．この制度の普及促進のため，8月 31日に理事長とともに厚生労働大臣宛に「外科
医の労働時間短縮のための制度創設の要望」を提出した（https://www.jssoc.or.jp/other/info/info20180830.
html）．また，「第 9回医師の働き方改革に関する検討会」（9月 3日開催）において，理事長とともに，外
科医の労働環境について参考人として発言した．

2．特定行為に係る看護師の研修制度の見直しに伴う外科などの領域のパッケージ化について
　「医道審議会保健師助産師看護師分科会看護師特定行為・研修部会」（9月 28日開催）において，特定行
為に係る看護師の研修制度の見直しが開始され，その研修内容の見直しでは，“領域ごとにコース設定され
ている例や区分をまとめて研修する．”“現場で活用しやすい領域については頻度の高い特定行為をパッ
ケージ化し，研修を受講しやすくする．”“厚労省は具体的に，在宅，慢性期，外科，周術期管理などの領
域をパッケージ化する”ことなどが提案された．そこで，厚生労働行政推進調査事業補助金（研究課題：
外科領域における抜本的なタスクシフティングの手法についての研究）（馬場班）と合同で検討し，外科術
後病棟管理領域についてのパッケージ化案を提案した．そして，「医道審議会保健師助産師看護師分科会看
護師特定行為・研修部会」（12月 6日開催）において，パッケージ化案が承認され，「特定行為研修の研修
内容等に関する意見」として公表された（https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000073014_00001.html）．
　次に，各病院で既に活用されているクリニカルパスと，既に厚生労働省より発行されている「特定行為
に係る手順書例集」を活用し，外科術後病棟管理領域としてパッケージ化された特定行為を包括的に運用
するための手順書（案）を作成した．
　「第 16回医師の働き方改革に関する検討会」（1月 11日開催）において，「特定行為に係る業務について
は，タイムスタディ調査等によると，全体の約3％程度，外科系医師に限れば約7％程度の業務時間に相当
し，週 100 時間勤務の外科系医師の場合，週 7時間程度の時間がこれに相当する」，「パッケージ研修修了
者数について，令和 5（2023）年度末までに 1万人の養成を目指す」とあり，外科医の労働時間短縮のた
めにはこのタスクシフティングの重要性が改めて提示された．この目標を達成するためには今後，大学病
院等の特定機能病院等が特定行為の指定研修機関になることが大変重要であり，そのため，指定研修機関
になるための手順や方法などについて第 119 回定期学術集会において（4月 20 日（土）12：00～13：00）
説明会（アナウンスメント）を開催するので，ぜひご参加のうえ，先生方の病院が指定研修機関として申
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請して頂きたい．

3．各施設におけるタスクシフティングの現状調査のアンケートについて
　タスクシフティングの普及に関しては，現状把握が大変重要であると認識し，日本心臓血管外科学会，
日本消化器外科学会およびNCD事務局と連携し，関連施設を対象にタスクシフティングに関するwebア
ンケート調査をNCDのシステムを利用して実施した（回収率：1,498 診療科/3,291 診療科（45.5％））．
　アンケートにご協力いただいた先生方に厚く感謝申し上げる．
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18．男女共同参画委員会

委員長　中　村　　清　吾

　本委員会は，本会の将来計画委員会内に設置された「アクションプランワーキンググループ」でまとめ
た「女性外科医の会」（仮称）の発足を目指して，支援するために女性外科医支援委員会として新設された
経緯がある．その経過において平成 21 年 11 月 20 日に「日本女性外科医会」（英語名：JapanAssociation
ofWomenSurgeons（JAWS））が発足した．その後，本委員会は，日本女性外科医会に対し本会の連絡窓
口として，また同会の支援を旨として引き続き継続されて9年目となる．平成26年度より本委員会名称を
男女共同参画委員会に変更し新たに活動を始めた．
　平成 30 年度においては，次年度実施に向けた各種アンケートの検討をした．
　また，「女性医師・研究者の妊娠・出産に対する意識とその実態に関するアンケート」を実施し，アン
ケート結果をサージカルフォーラム（男女共同参画）で発表予定である（対象数 3,570，回答数：1,068，
回答率 29.9％）．
　アンケートにご協力いただいた先生方の関係者を含めて厚く感謝申し上げる．
　そのほか，平成 28年 1月発刊の「日本外科学会雑誌」から毎号（隔月：年 6巻発刊）の企画の一つを担
当することに伴い，121 巻 1～6 号の執筆者の決定をした．

19．CST推進委員会

委員長　伊　達　　洋　至

1．審査
　平成 30 年度は 15 大学から計 130 コースの申請があった．8月 31 日に第 1回委員会，翌年 1月 11 日に
第 2回委員会を開催し，審査を行った結果，9大学の計 49 コースは承認としたが，9大学の各コースに提
出書類の不備等があったため，いずれも修正の上で再提出を求めた．

2．CST報告システム
　報告はこれまで紙媒体で行っていたが，報告書の記入者や，審議する委員の負担を減らすため，CST報
告書システムを平成 30 年 5 月にリリースした．現在は順調に運用中である．

3．厚生労働科学研究費
　平成30年度も前年度と同じ研究員で厚生労働科学研究班の組織を結成し，3年計画として申請したとこ
ろ，採択されたので，本委員会と同日に班会議を2回開催した．研究のメインはCSTの海外調査とガイド
ラインのQ&A作成であり，班会議の結果と，4月 20 日（土）に第 119 回日本外科学会定期学術集会内で
開催される「CST推進委員会企画」で発表された内容をまとめて，厚生労働省に報告予定である．なお，
3年計画の 2年目としての継続申請を行った．

4．ガイドライン・利益相反マネジメントの解説・承認研修一覧
　「臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン」「『臨床医学の教育及び研究における死体解
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剖のガイドライン』における利益相反マネジメントの解説」，および承認研修一覧については，ホームペー
ジに掲載している．

5．「実践的な手術手技向上研修事業」の予算増額
　平成30年 12月に平成31年度厚生労働事業費獲得に向けて，前年度に予算確保に大変ご協力いただいた
冨岡勉衆議院議員（正会員）と共に，平野聡副委員長と七戸俊明委員が，上野賢一郎財務副大臣，大口善
徳厚生労働副大臣，および永岡桂子文部科学副大臣に平成31年度厚生労働省事業費維持の要望書（166頁）
を提出し，陳情を行った．
　平成 31年 1月の委員会の際に，厚生労働省の担当官から，前年度と同額の 2億 9,500 万円が確保された
との報告を受けた．カダバーサージカルトレーニングを実施する大学を増やすため，本委員会では更なる
周知活動を進めていく．

20．定款委員会

委員長　渡　邊　　昌　彦

　理事会からの諮問を受け，定款および同施行細則の変更案（28頁）を作成し答申したところ，決議され
た．そこで，社員総会にも上程するので，決議をお願いしたい．

21．財務委員会

委員長　佐　田　　尚　宏

1．平成 31年度予算について，委員会で審議し，理事会に答申したところ，答申どおりに決議されたので，
平成 31 年 2 月 1 日からその予算に沿って業務を執行している（資料別添）．
なお，10 月に予定されている消費増税は考慮していない予算となっている．

2．平成 30 年度財務諸表を作成し，独立監査人であるEY新日本有限責任監査法人と本会監事の監査を経
て理事会に答申したところ，答申どおりに決議されたので，定時社員総会に上程する（資料別添）．

22．情報・広報委員会

委員長　田　口　　智　章

1．会員向けオンラインサービスについて
　現在，会員向けオンラインサービスの登録者数は全会員 40,146 名のうち約 33,755 名である．
　会員情報検索・修正システム，外科専門医システム，学術集会参加履歴登録システム，各種申請システ
ムなどを運用・管理している．
　本年度も引き続き新専門医制度対応のためシステムの構築を行い，次年度以降も随時対応する予定であ
る．
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2．会員向けオンラインサービスの見直しについて
　システムの開発費，保守費，さらに 5年毎の更改費が高額であるとの指摘を受け，アドバイザリーボー
ドの黒田知宏教授（京都大学医療情報部），赤澤宏平教授（新潟大学医療情報部），中島直樹教授（九州大
学メディカル・インフォメーションセンター）の指導のもと，競争入札形式での業者選定を進め，候補業
者 4社を対象に選定を行ったが，時期を急ぐあまり，事前の準備が不十分であったため，各々の提案内容
や見積金額に相当の乖離があり，決定には至らず，提案依頼書を見直すなどして，選定を仕切り直すこと
とした．
　しかし，再選定の前に改めて詳細に費用の試算を行ったところ，現在のNTTレゾナント社による専門
医関連のシステムの開発・運用が終了するまでは（2022～23 年頃の見込み），現時点で会員管理システム
の委託業者だけを見直しても，却って費用が嵩むことが判ったので，委託業者の選定作業は一旦凍結とし，
現在の専門医関連のシステムの開発・運用が終了した後に，大幅な費用削減を目指して，改めて会員管理
システムと専門医関連システムの委託業者を一括して見直す方針を採ることとした．
　委託業者の選定作業を一旦凍結としたことから，来年度は少なくともNTTレゾナント社と契約を継続
することになったが，現在の高額な費用を踏襲することはできないので，アドバイザリーボードおよび島
田英昭委員ならびに事務局の交渉の結果，システムの開発費・保守費，ハードウェアの更改費ともに，可
能な限りの費用削減を実現した契約を結んだ．その結果，5年間で約5,000万円の経費削減の見通しとなっ
た．

3．人工知能活用調査の件
　厚生労働省大臣官房厚生科学課よりAI に関するアンケートが依頼されたので，日本内視鏡外科学会の
理事長でもある渡邊副理事長に対応を一任した．

4．メールマガジンの件
　2005 年に配信を開始したメールマガジン（毎月末に配信）は当時から形式を変えていないが，読み難い
という指摘が多々あり，速報性も低いため，2019年1月から，必要な事項のみを適宜配信するメールニュー
スの形式に切り替えることとし，ラクスライトクラウド社の blastmail のサービスを活用することとした．

5．アンケート依頼の件
　AMED事業の「患者・消費者向けの医薬品等情報の提供のあり方に関する研究」からアンケート依頼が
あり，委員長一任で対応することとした．

6．第 30 回日本医学会総会 2019 中部の分科会特別展示の件
　過去の理事長講演の内容を盛り込んだパネルを作成した．

23．NCD連絡委員会

委員長　池　田　　徳　彦

1）NCDから「NCD自施設データ利用申請」における外科領域のデータの利用申請について照会を受けた
場合は，適宜「可否」を判断して，回答を行っている．

2）平成 31 年 1 月 1 日付でNCD術式の改定が行われたので，従来どおり専門医制度委員会に「外科専門
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医修練カリキュラム」などとの紐付け作業を依頼した．

1）一般社団法人　NationalClinicalDatabase（NCD）

代表理事　岩　中　　　　督

　NationalClinicalDatabase（以下NCD）は，2010 年に設立され，2011 年 1月の症例から登録を開始し，
事業を開始して 8年が経過した．2015年度より，登録を行っている施設会員から会費の支払いをお願いし
ている．2018年度からは，未納期間が合計2年間（連続・不連続問わず）の施設は，「NCD施設会員資格」
を喪失し，外科専門医制度において基幹施設又は連携施設になれないほか，個人医師による専門医申請の
際に当該施設で実施された全症例（2011 年～現在まで）のデータが利用することができなくなる．
　外科学会関連で登録された症例数は，2011 年 1,172,511 件，2012 年 1,278,955 件，2013 年 1,567,128 件，
2014 年 1,626,805 件，2015 年 1,718,023 件，2016 年 1,784,571 件，2017 年 1,828,056 件，累計 10,976,049 件で
あった．2018年分のデータ登録を 2019年 4月 10日で締め切る予定である．2019年 3月 1日時点で過去に
完了承認済みを1件以上登録した施設診療科数は，4,681施設・8,168診療科であり，総ユーザー数は41,681
人であった．
　2018年度事業報告（案）及び公的研究費一覧，データ利用研究一覧，2019年度事業計画については，次
頁以降を参照のこと．
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